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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第65期 第66期

第65期
第１四半期累計期間 第１四半期累計期間

会計期間
自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

自  平成22年10月１日
至  平成23年９月30日

売上高 (百万円) 3,753 2,562 18,477

経常損失（△） (百万円)  △248 △223 △1,081

四半期(当期)純損失（△） (百万円)  △257 △281 △1,553

持分法を適用した
場合の投資利益

(百万円) ― ― ―

資本金 (百万円) 955 955 955

発行済株式総数 (千株) 15,000 15,000 15,000

純資産額 (百万円) 19,465 17,684 18,022

総資産額 (百万円) 27,340 21,380 21,750

１株当たり四半期(当期)
純損失金額（△）

(円)  △17.68 △19.28 △106.51

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 8

自己資本比率 (％) 71.2 82.7 82.9

(注)  1.当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移は記載し

ておりません。

2.売上高には、消費税等（以下同様）は含まれておりません。

3.潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益金額については、1株当たり四半期（当期）純損失であり、ま

た、潜在株式がないため記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

夏場以降、震災による中止・延期物件の再稼動や耐震補強の発注などにより多少押し上げられた鉄骨

需要は、秋以降、欧州の金融不安や円高、国内経済低迷による設備投資意欲の減衰などにより、再び低迷入

りの様相を呈しています。　

当第1四半期累計期間もゼネコンの安値受注による指し値攻勢、鋼材価格の上伸など、依然厳しい受注

環境が続いてきました。　

このような中、当社は受注に鋭意努力し当第1四半期累計期間の受注高は,前年同四半期比39.6％増の

2,425百万円となりましたが、完成工事高は、前期末の受注残高の大幅な減少（前々期末14,790百万円に

対し前期末は5,341百万円）により、前年同四半期比31.7％減の2,562百万円となり、当第1四半期累計期

間末の受注残高も前年同四半期比59.3％減の5,203百万円となりました。

損益面でも、営業損失261百万円、経常損失223百万円、四半期純損失281百万円（前年同四半期は257百

万円の純損失）となりました。　

　

(2) 財政状態の分析

総資産は、前事業年度の21,750百万円から21,380百万円と370百万円減少しました。現金及び預金、未成

工事支出金及び材料貯蔵品の増加があるものの、売上債権等が減少したことによるものです。　

総負債は、工事未払金と未成工事受入金が増加するも、長期借入金と引当金等が減少したことにより、

32百万円の減少となりました。　

純資産は、その他有価証券評価差額金の増加があるも、利益剰余金の減少により338百万円の減少とな

りました。　

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第1四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

記載すべき事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,000,000 15,000,000
東京証券取引所 単元株式数
（市場第二部） 1,000株

計 15,000,000 15,000,000 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年10月1日
～平成23年12月31日

― 15,000,000 ― 955,491 ― 572,129

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第1四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第1四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができませんので、直前の基準日である平成23年９月30日現在に基づく株主名簿による

記載をしております。
　

① 【発行済株式】

平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 　 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) 　 ― ― ―

議決権制限株式(その他) 　 ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

413,000 ― ―
普通株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 14,451,000 14,451 ―

単元未満株式 普通株式 136,000 ― 1単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 　 15,000,000 ― ―

総株主の議決権 　 ― 14,451 ―

(注) 1.「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権の数1個）含

まれています。

2.「単元未満株式」の普通株式には、当社所有の自己株式255株が含まれています。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

川岸工業株式会社
東京都港区東新橋

413,000 ― 413,000 2.75
１丁目２番13号

計 ― 413,000 ― 413,000 2.75

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年

建設省令第14号）に準じて記載しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成23年10月１日から

平成23年12月31日まで)及び第１四半期累計期間(平成23年10月１日から平成23年12月31日まで)に係る四

半期財務諸表について、八重洲監査法人による四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第

２項により、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から

見て、当企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程

度に重要性が乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準 0.1％

売上高基準 0.0％

利益基準 1.1％

利益剰余金基準 △ 0.2％
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成23年９月30日)

当第１四半期会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,388,844 4,736,893

受取手形・完成工事未収入金 ※１
 9,742,861

※１
 8,500,099

未成工事支出金 245,032 623,545

材料貯蔵品 113,122 214,378

未収入金 290,787 271,967

その他 13,864 18,963

貸倒引当金 △42,453 △40,726

流動資産合計 14,752,058 14,325,122

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 1,230,752 1,233,567

機械・運搬具（純額） 449,358 434,777

土地 4,028,247 4,028,247

その他（純額） 17,207 7,887

有形固定資産合計 5,725,566 5,704,480

無形固定資産 18,418 17,089

投資その他の資産

投資有価証券 1,146,265 1,200,305

その他 140,447 168,579

貸倒引当金 △32,000 △35,250

投資その他の資産合計 1,254,713 1,333,635

固定資産合計 6,998,698 7,055,204

資産合計 21,750,756 21,380,326

負債の部

流動負債

工事未払金 2,034,987 2,132,891

短期借入金 400,000 400,000

1年内返済予定の長期借入金 74,360 74,360

未払法人税等 － 2,791

未成工事受入金 － 18,783

工事損失引当金 108,455 54,314

賞与引当金 44,460 11,522

その他 239,505 217,963

流動負債合計 2,901,768 2,912,626

固定負債

長期借入金 157,530 138,940

退職給付引当金 526,117 503,253

役員退職慰労引当金 89,443 90,156

その他 53,726 51,206

固定負債合計 826,817 783,556

負債合計 3,728,585 3,696,182
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(単位：千円)

前事業年度
(平成23年９月30日)

当第１四半期会計期間
(平成23年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 955,491 955,491

資本剰余金 572,129 572,129

利益剰余金 16,701,737 16,303,845

自己株式 △129,273 △129,293

株主資本合計 18,100,085 17,702,173

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △77,914 △18,029

評価・換算差額等合計 △77,914 △18,029

純資産合計 18,022,170 17,684,143

負債純資産合計 21,750,756 21,380,326
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(2)【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

当第１四半期累計期間
(自 平成23年10月１日
　至 平成23年12月31日)

完成工事高 3,753,408 2,562,684

完成工事原価 3,887,581 2,681,012

完成工事総損失（△） △134,173 △118,328

販売費及び一般管理費 164,053 142,915

営業損失（△） △298,226 △261,243

営業外収益

受取利息 50 41

受取配当金 4,422 4,339

不動産賃貸料 19,897 20,090

鉄屑売却益 20,147 8,270

その他 26,097 15,186

営業外収益合計 70,615 47,928

営業外費用

支払利息 2,012 1,739

貸倒引当金繰入額 16,340 3,649

賃貸費用 － 2,369

その他 2,541 2,078

営業外費用合計 20,893 9,837

経常損失（△） △248,504 △223,152

特別損失

投資有価証券評価損 － 57,567

特別損失合計 － 57,567

税引前四半期純損失（△） △248,504 △280,719

法人税、住民税及び事業税 2,157 2,413

法人税等調整額 7,291 △1,934

法人税等合計 9,448 478

四半期純損失（△） △257,952 △281,197
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【会計方針の変更等】

該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第１四半期累計期間
(自  平成23年10月１日  至  平成23年12月31日)

(会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用)

当第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号　平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日)を適用しております。

　

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

前事業年度
(平成23年９月30日)

当第1四半期会計期間
(平成23年12月31日)

※1 受取手形裏書譲渡高                 91,445千円※1 受取手形裏書譲渡高                223,948千円

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第1四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第1四半期

累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

前第１四半期累計期間 当第１四半期累計期間
(自  平成22年10月１日 (自  平成23年10月１日

至  平成22年12月31日) 至  平成23年12月31日)

減価償却費
 

52,095千円
 

減価償却費
 

54,860千円
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第１四半期累計期間(自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年12月21日
定時株主総会

普通株式 116,744 8 平成22年９月30日 平成22年12月22日 利益剰余金

　
２ 基準日が当第1四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第1四半期会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　
Ⅱ 当第１四半期累計期間(自 平成23年10月１日 至 平成23年12月31日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年12月21日
定時株主総会

普通株式 116,693 8 平成23年９月30日 平成23年12月22日 利益剰余金

　

２ 基準日が当第1四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第1四半期会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第1四半期累計期間（自 平成22年10月１日　至 平成22年12月31日）

当社は、建設業以外の事業を営んでいないため、セグメント情報については、記載しておりません。

　
当第1四半期累計期間（自 平成23年10月１日　至 平成23年12月31日）

当社は、建設業以外の事業を営んでいないため、セグメント情報については、記載しておりません。
　

(金融商品関係)

四半期財務諸表等規則第10条の2の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(有価証券関係)

四半期財務諸表等規則第10条の2の規定に基づき、注記を省略しております。

　
(デリバティブ取引関係)

当社はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　
(持分法損益等)

当社が有しているすべての関連会社は、利益基準及び利益剰余基準からみて重要性の乏しい関連会社

であるため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目

前第１四半期累計期間 当第１四半期累計期間
(自  平成22年10月１日 (自  平成23年10月１日
至  平成22年12月31日)至  平成23年12月31日)

1株当たり四半期純損失金額（△） △17円68銭 △19円28銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純損失金額（△）（千円） △257,952 △281,197

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純損失金額（△）（千円） △257,952 △281,197

普通株式の期中平均株式数(株) 14,592,519 14,586,635

（注）　潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、1株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

当社は、平成24年1月27日開催の取締役会において、平成14年10月29日に締結した㈱サクラダとの資

本業務提携契約を、平成24年1月31日付で終了することを決議いたしました。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成２４年２月１０日

川岸工業株式会社

代表取締役社長　　川　岸　隆　一　殿

八重洲監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    原　　田　　一　　雄    印

　
業務執行社員 　 公認会計士    滝　　澤　　直　　樹    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている川岸
工業株式会社の平成２３年１０月１日から平成２４年９月３０日までの第６６期事業年度の第１四半期会計

期間(平成２３年１０月１日から平成２３年１２月３１日まで)及び第１四半期累計期間(平成２３年１０月
１日から平成２３年１２月３１日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算
書及び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半
期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に
対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当
と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、川岸工業株式会社の平成２３年１２月３１日現在の財
政状態及び同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項
がすべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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